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	1	 	はじめに

わが国の鉄鋼業の地球環境対策では、日本鉄鋼連盟が京

都議定書締結（COP3）に対応する自主行動計画として 2010

年までに 1990 年比で 10% の省エネルギー計画を打ち出し、

さらに追加的取り組みとして廃プラスチックの製鉄原料化に

よって 1.5% の省エネルギー目標を掲げた。この省エネルギー

量に相当する廃プラスチックの処理量は年間約 100 万トン規

模に相当する。家庭から排出される一般廃プラスチック量は

約 490 万トン／年であるが、そのうち約 70% を容器包装品に

用いられるプラスチックが占めている 1）。従来は一般廃棄物

として焼却や埋め立て処理が行われてきた廃プラスチックを

リサイクル処理することにより、一般廃棄物の減量および再

生資源のリサイクル利用による資源の有効利用が確保され

る。このため、環境と経済の健全な発展を目的として容器包

装リサイクル法が 2000 年に施行され、今年で 9 年目を迎えて

いる。

鉄鋼業における容器包装リサイクル法の認定技術として、

コークス炉化学原料化法および高炉で還元材代替として利用

する高炉還元材法のふたつの方法がある。新日本製鐵は、循

環型社会の構築に向けてコークス炉を使用する廃プラスチッ

クの化学原料化技術を開発し、2000 年の容器包装リサイクル

法の完全施行に伴って実機化した 2,3）。

本報では、新日本製鐵が 2000 年から実施中の「コークス炉

化学原料化法」による廃プラスチック処理技術の現状と今後

の展開について述べる。

	2	 	コークス炉化学原料化法の特徴

2.1　コークス製造プロセスの概要

コークス炉化学原料化法による廃プラスチックのケミカル

リサイクルプロセスを概説する。はじめに、コークス製造プ

ロセスについて述べる。コークス製造プロセスは、石炭を

コークス炉の炭化室に装入して高温還元雰囲気で乾留し、

コークス（固体）および副産物のコークス炉ガス（気体）と

タール、軽油などの油分（液体）を製造するプロセスである

（図 1）4）。海外から輸入される数十種類に及ぶ性状の異なる

石炭を配合処理した後に、約 3mm 以下に粉砕する。コーク

ス炉は炭化室と燃焼室がサンドイッチ状に交互に連なり、燃

焼室の燃料ガスおよび空気の供給は下部の蓄熱室を介して行

われる（図 2）。石炭はコークス炉に装入されて、約 1100 ～

1200℃に加熱された両側のレンガ壁を介して間接的に加熱さ

れ、還元雰囲気で炭中温度が約 1000℃程度になるまで乾留

されてコークスとなる（図 3）。乾留後のコークスの消火方法
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としては、湿式消火設備で散水して消火する湿式消火法と

CDQ（Coke Dr y Quenching）設備（図 4）による乾式消火方

法がある。CDQ 設備は窒素ガスを主成分とする不活性ガス

によって赤熱コークスを消火しながら顕熱を回収する設備で

あり、回収したエネルギーは発電用ボイラーの動力として利

用される。石炭を乾留する際に発生するコークス炉ガスは、

コークス炉頂部の上昇管でアンモニア分を含む安水をフラッ

シングすることにより、約 700 ～ 800℃程度から約 80℃以下

に急激に冷却される（図1）。コークス炉ガスは、ガスクーラー

でさらに約 35℃程度に冷却され、凝縮した液分はタールデカ

ンターでタールと安水に分離され、回収される。

2.2　コークス炉化学原料化法の概要

コークス炉を用いた廃プラスチックのコークス炉化学原料

化法によるリサイクルフローを図 5 に示す 5,6）。容器包装リサ

イクル制度によって収集された廃プラスチックはベール状に

梱包された状態で、製鉄所構内に受け入れられる。廃プラス

チックは、製鉄所構内に設置された事前処理工程で破砕され

て、異物が除去された後に、円柱形（直径約 25mm、長さ約

30mm）に塊成化されて減容処理される（図 6）5）。事前処理

工程で塊成化された廃プラスチックは石炭とともにコークス

炉に装入されて、約 1100 ～ 1200℃の高温かつ無酸素の還元

雰囲気で乾留され、熱分解される。

プラスチックの基礎原料は石油で、炭化水素で構成される

高分子化合物である。プラスチックは様々な材料機能の要求

から多様な化学成分が化学結合されている。それぞれの元素

は結合乖離エネルギーが異なるため、それぞれが特徴的な熱

分解パターンを持っている。熱天秤を用いて、各種のプラス

チックおよび石炭を窒素中で加熱した場合の重量減少曲線を

図 2 コークス炉の概要 図 3 コークス炉内での石炭の乾留状況

図 4 CDQ 設備の概要
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調べた結果について述べる 2,3）。プラスチックのサンプルは、

ポリエチレン（PE）、ポリスチレン（PS）、ポリプロピレン

（PP）、ポリエチレンテレフタレート（PET）、塩化ビニル

（PVC）を用いた。石炭試料はコークス製造用に使用されるグ

ニエラ炭（表 1）を使用した。その結果、図 7に示すように、

ほとんどのプラスチックは石炭に比べて低温側の 250℃～

480℃で熱分解し、約 500℃以上では残渣として炭化物を生

成する 2）。

表 2におよび表 3に性状を示す一般廃棄物の容器包装品プ

ラスチック（前述のプラスチックの他に、ポリ塩化ビニリデン

（PVDC）が含まれている）を用いて、君津製鐵所の実機コー

クス炉（高さ6.5m、幅 430mm、石炭装入量 30トン／窯）を

用いて実炉試験を行い、乾留歩留を評価した 2）。図 6に処理

フローを示す事前処理設備を用いて、一般廃棄物系の容器包

装プラスチックを粗破砕機、磁力選別機、風力選別機で選別

して異物を除去した後、ハンドリング製を向上させるために

径が約 25mmのサイズに減容処理して塊成化した 5）。上記の

図 5  コークス炉化学原料化法による廃プラスチックの受け入れ 
～リサイクル処理フロー

図 6 廃プラスチックの事前処理プロセスおよびコークス炉化学原料化法プロセスフローの概要

図 7 各種プラスチックと石炭の重量減少曲線

表 1 グニエラ炭の元素分析値および灰分量

daf： dry ash free basis（無水無灰ベース）の略。水分と灰分
を含まないと仮定した状態を基準にとった分析値。
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廃プラスチック塊成化物を石炭に質量比で 1 ～ 2% 添加し、

コークス炉に装入して乾留し、各製品への収率を評価した。

その結果、図 8 に示すように、一般廃プラスチックを石炭と

ともにコークス炉で乾留した場合、油分（タール、軽油）約

40％、コークス約 20%、コークス炉ガス約 40% 等の化学原料

に転換されることがわかった 2）。

コークス炉は、もともと化成設備を有しているため、廃プ

ラスチック由来の油分およびガスは石炭由来の生成物ととも

に化成設備で処理され、化学プラント原料あるいは熱源とし

てリサイクルされる。廃プラスチックを乾留して得られる

コークスは鉄鉱石の還元材として高炉で使用され、タール、

軽油はプラスチック等の化学原料として使用され、コークス

炉ガスはクリーンエネルギーとして発電所等で利用される

（図 9）4）。従って、廃プラスチックの熱分解生成物は 100% 利

用される。現在、わが国ではコークス製造用に約 6 千万トン

／年の石炭が使用されている。コークス炉に装入する石炭に

質量比で 1 ～ 2％の廃プラスチックを添加して処理すること

により、60 ～ 120 万トン／年の廃プラスチックを化学原料と

してリサイクル使用することが可能となる。

以上のように、コークス炉化学原料化法は製鉄所が保有す

る高温プロセスの大型設備であるコークス炉と化成工場を利

用して、廃プラスチックを化学製品としてリサイクルする方

法である。

	3	 	コークス炉化学原料化法における	
塩素の挙動評価

家庭から排出される廃プラスチックの中には、ポリ塩化ビ

ニルおよびポリ塩化ビニリデンなどの塩素を含むプラスチッ

クが含まれている。コークス炉化学原料化法における塩素の

挙動を調べた内容について述べる 7）。実験には表 2 および表

3 に組成と性状を示す一般廃プラスチックおよびコークス製

造用の原料炭（表 4）を用いた。これらを乾留した場合に各試

料中の塩素分が各製品に転換する収率を調べた。実験はラボ

試験装置および実機のコークス炉を使用して行ったが、ここ

では実機コークス炉を使用した実験内容について紹介する。

君津製鐵所の実機コークス炉（高さ 6.5m、幅 430mm、石

炭装入量 30トン／窯）を使用して、石炭に一般廃プラスチッ

クを添加して炉温 1100℃、乾留時間 21h で乾留した場合の

表 2 廃プラスチックの組成

表 3 廃プラスチックの元素分析値および灰分量

図 9 コークス炉化学原料化法のプロセスフロー

図 8 廃プラスチックの各製品への転換率
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塩素の挙動を調べた。はじめに、図 7 にフローを示す事前処

理設備を用いて、一般廃棄物系の容器包装品プラスチックを

2.2 節と同様の手順で直径が約 25mm のサイズに減容処理し

て塊成化した。実機のコークス炉を使用した試験では、廃プ

ラスチックの塊成化物を石炭に対して質量比で 1% および 2%

添加した後にコークス炉に装入して乾留し、各製品への転換

収率を調べた。実験に使用したプラスチック試料と石炭試料

中の塩素濃度および各試料を乾留することによって得られる

製品中に含まれる塩素濃度は、各試料を 1350℃で燃焼管を

用いて燃焼させ、発生する燃焼ガスを吸収液に吸収させてイ

オンクロマトによって塩素濃度を測定する「燃焼間燃焼酸素

処理─イオンクロマト法」によって測定した。燃焼管燃焼

は、JIS M 8813 に委細されている全硫黄の燃焼容量法に準じ

て、0.2g の試料を酸素気流中の 1350℃条件で燃焼させた。

燃焼ガスを 1/500 規定の NaOH 水溶液 80ml に吸収させて適

量にメスアップした後に、イオン交換クロマトグラフィー（日

本ダイオネクス（社）製：DIONEX2000i ／ sp 型）により、

塩素濃度を測定した。イオン交換クロマトグラフィーで測定

可能な塩素濃度の範囲は、0.1 ～ 10ppm である。

表 2、表 3 に性状を示す一般廃プラスチックを表 4 に性状

を示す原料炭に対して質量比で 1% および 2% 添加することに

よって、コークス炉で乾留する原料中の塩素濃度は原料炭の

450ppmから750ppmおよび1050ppmに上昇する。実機のコー

クス炉で塩素を含む廃プラスチックを 2% 添加した場合と廃

プラスチックを添加しない場合との差から、廃プラスチック

中の塩素が各製品への転換収率を調べた。実験の結果、廃

プラスチック由来の塩素はアンモニアを含む安水に 92%、

コークスに 7%、コークス炉ガスに 1% の比率で各々移行する

ことがわかった（図 10）7）。コークス製造用の原料炭に塩素を

含む一般廃プラスチックを 1 ～ 2% 添加することによって原料

中の塩素濃度が上昇するが、一般廃プラスチック中に含まれ

る塩素（有機塩素）は熱分解処理するとほとんどが安水中に

移行し、塩類として固定化、無害化される。コークス炉で乾

留して得られる製品であるコークスおよびコークス炉ガス中

の塩素濃度の上昇は僅かである。

	4	 	コークス炉化学原料化法による	
廃プラスチック処理実績

新日本製鐵は廃プラスチック処理設備の処理能力を図 11

に示すように順次増大し、現在ではコークス炉を保有する全

国の製鉄所 5 箇所で合計 25 万トン／年の処理能力を有して

いる 8）。2006 年度の廃プラスチック処理実績は約 15 万トンで

あり、この数値は容器包装用廃プラスチックの用途別構成比

で約 40% のリサイクル処理に相当する。表 5 に示すように、

図 11 廃プラスチック事前処理設備能力の推移図 10 廃プラスチック由来の塩素の各製品への転換収率

表 5 コークス炉化学原料化法の再商品化製品および残渣の成分割合（ベースケース）

表 4 コークス製造用原料炭の元素分析値および灰分量

daf： dry ash free basis（無水無灰ベース）の略。水分と灰分を含まないと仮定
した状態を基準にとった分析値。
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2006 年度の実績では、ベール状で受け入れた廃プラスチック

を事前処理工程で減容処理して塊成化した際の廃プラスチッ

クの再商品化率は平均で 91.5％であり、事前処理工程で発生

する残渣の比率は 8.5％である。その内訳は水分 5.3％、金属

類 2.6％、その他の比重の高い物質 0.6% である 9）。水分の除

去を目的としている乾式の事前処理で環境負荷が低く、プラ

スチック成分の回収率が高い。

これまでに、コークス炉化学原料化法で処理した廃プラス

チック量の推移を図 12 に示す。2000 年のリサイクル事業開

始から 2008 年 5 月 1 日までの廃プラスチック処理量は累計で

100 万トンを達成した。今後、2010 年に向けては、1 年間の

処理能力を35 万トン規模まで増強する計画を検討中である。

	5	 	CO2削減効果

コークス炉化学原料化法では、図 6 に示すフローによって

廃プラスチックがケミカルリサイクルされる 5）。はじめに、

ベール状で受け入れられた廃プラスチックが選別、減容固化

された後に、石炭とともにコークス炉に装入される。廃プラ

スチックはコークス炉内で熱分解され、コークス、ガス、炭

化水素油（タール、軽油）に転換される。コークスは鉄鉱石

の還元材として高炉で利用され、ガスは所内の加熱炉や発電

所（発電端効率約 38％）等の熱効率の高い省エネ型設備で燃

料として利用される。製鉄製造プロセスで利用される炭化水

素物質はすべて原燃料と代替利用されるので、資源節約効果

は 100％評価できる。

図 13 および図 14 に、2007 年 6 月に財団法人日本容器包装

リサイクル協会のプラスチック製容器包装再商品化手法に関

する環境負荷等検討委員会の検討結果に基づいてまとめられ

た「再商品化による二酸化炭素削減効果と各資源削減効果

（まとめ）」を示す 9）。この計算の前提として用いられたコーク

ス炉化学原料化法の再商品化製品および残渣の成分割合を

表 5 に示す。コークス炉化学原料化法による油分とガス分に

よる原油削減効果は、他のリサイクル手法と比べ最上位であ

る。コークス炉化学原料化法では油分とガス分の削減効果に

加えて、炭素成分を直接還元材と代替するため 1kg の廃プラ

スチック当たりの CO2 削減効果は約 3.2kg であり、リサイク

ル手法として極めて高い。

新日本製鐵は容器包装リサイクル法が施行された初年度の

2000 年より、コークス炉化学原料化法による廃プラスチック

処理を行って来ており、2008 年 5 月に容器包装プラスチック

有効利用累積 100 万トンを達成した。これは、埋め立て容積

に換算すると約 400 万 m3、廃プラスチック焼却回避で換算

図 12 廃プラスチック処理量の実績推移

図 13 廃プラスチック処理量の累計量
図 14  再商品化による二酸化炭素削減効果と各資源削減効果 

（まとめ）
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すると CO2 削減量で 320 万トンに相当する。上記の点から、

コークス炉化学原料化法は、一般廃棄物として処理する場合

に比べて、資源の適正処理だけではなく、今日の地球温暖化

対策、資源枯渇問題にも極めて大きな寄与力を持つ手法とし

て評価される。

	6	 	おわりに

コークス炉化学原料化法による廃プラスチックのリサイク

ル技術の実機化開始から 9 年目を迎え、コークス炉操業、廃

プラスチック事前処理設備ともに順調に稼働している。コー

クス炉化学原料化法は、日本特有の大型都市型製鉄所の既

設インフラを活用して循環型社会の構築に向けて鉄鋼業の取

り組みのひとつとして開発され、実機化されたものである。

コークス炉化学原料化法は技術的にも実績でも循環型社会

構築に取り組む日本のリサイクル制度の目的に合致した手法

と考えられる。本技術の発展により、今後も循環型社会の構

築をめざした社会的なシステム作りおよび地球温暖化防止対

策（CO2 削減）にも直接的に寄与できる手法であり、さらに貢

献が期待される。継続的に拡大貢献して行くべき取り組みと

考えられる。

この様に新たな社会的なニーズに対して、鉄鋼業の有する

インフラおよび鉄鋼業で培った技術を応用して資源を有効に

利用し、社会に貢献する新技術が開発されることを強く望む

とともに、益々研鑽し、努力して行きたい。
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